
資料２ 

２ 第８期介護保険事業計画における各施策の取組状況について 

⑴ 第８期介護保険事業計画の施策の体系 
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地域ぐるみ支え

合い体制づくり 

⑴ 生きがい対策の充実 

⑵ 就業の支援 

⑶ 外出の支援 

⑷ 社会参加の活動支援 

施策２ 生きがいのある地域づくりと「社会参加」の促進 

⑴ 地域包括支援センターの機能強化 

⑵ 介護予防・生活支援サービス事業の推進 

⑶ 高齢者福祉サービスの充実 

⑷ 家族介護者の支援 

施策３ 地域包括ケアシステムの推進と福祉サービスの充実 

⑴ 高齢者の見守り活動の推進 

⑵ 地域の支え合い活動の推進 

⑶ 高齢者の権利擁護に係る施策の推進 

⑷ 地域で安心して暮らすための支援 

⑸ ニーズに応じた施設・住まいの支援 

施策４ 安心して暮らすことができる支え合いの地域づくり 

⑴ 普及啓発・本人発信支援 

⑵ 介護予防や社会参加を通じた認知症予防 

⑶ 早期診断・早期対応、家族介護者の支援 

⑷ 認知症バリアフリーの推進 

施策５ 認知症の人が希望を持って暮らせる共生の地域づくり 

⑴ 介護給付の適正化と介護サービスの質の向上 

⑵ 介護人材の確保 

⑶ リハビリテーション提供体制の推進 

⑷ 介護保険制度の情報提供の充実 

⑸ 苦情相談・受付窓口の充実 

⑹ 低所得者への支援 

⑺ 広報活動の推進 

⑻ 災害対策 

⑼ 感染症対策 

⑽ 介護保険財政の健全運営 

施策 介護保険事業の円滑な運営 

基本理念 

⑴ 介護予防・健康づくりの啓発・推進 

⑵ 健康の保持・増進 

⑶ 疾病の早期発見・早期治療 

⑷ 住民主体の通いの場の取組推進と他事業の連携 

⑸ 自立支援型ケアマネジメントの環境整備 

⑹ 保健事業と介護予防の一体的な実施 

施策１ いつまでも元気で暮らせる介護予防・健康づくりの推進 

⑴ 切れ目のない在宅医療・介護の実現 

⑵ 在宅医療・ＡＣＰ（人生会議）の普及啓発 

⑶ 認知症施策との連携強化 

施策６ 医療と介護の連携推進 
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項目
目標設定の考え方
（現状・課題）

2020
実績

年度
2021
実績

2022 2023
2021～2023年度

取組内容
自己評価や今後の
課題・対応策など

目標 1,300件 1,350件 1,400件

3,398件 実績
1,608件 53件

R4.8月現在

目標 4,000人 5,000人 5,000人

1,764人 実績 3056人
1334人

R4.8末現在

基本目標１ 地域ぐるみ支え合い体制づくり（地域包括ケアシステムの推進）

健康教育

要介護状態になる要因は脳血
管疾患等による生活習慣病に
起因する疾患である場合が多
いため、生活習慣病予防等の
健康教育と生活の機能維持・
向上対策として、「転倒骨折
予防」「閉じこもり予防」等
の教育の推進に努めている。

(2021～)
65歳以上を対象とした運動
教室（とくしま病予防教
室・からだの教室)や介護
予防教室（のばそう健康寿
命教室）を実施している。
また地区公民館等での高齢
者の会等での教育を実施し
た。

自己評価：△

新型コロナ感染症予防対策として定員数
を変更して実施した。

R4年度については、感染対策を強化した
うえで教室や教育を継続し、生活習慣病
予防等の健康教育と生活の機能維持・向
上を目的に「転倒骨折予防」「閉じこも
り予防」等の教育の推進に努めていく。

　セルフケアマネジメントの視点に立った健康の保持と増進を図るとともに、生活習慣病予防の観点を踏まえた保健事業と介護予防の一体的な取組を通じ、心身ともに自立した状
態で健康的に日常生活を送れるよう、健康寿命の延伸を図る。

【取組の方向性】

◇機能回復訓練などの高齢者本人へのアプローチはもとより、高齢者本人を取り巻く環境へのアプローチを行い、多様な社会参加や介護予防ができるバランスの取れた取組を推進
します。
◇元気な時から切れ目なく、住民が主体的に参加できる介護予防の環境づくりに努めます。
◇体操教室等の各種通いの場では感染予防に留意しながら、新しい生活様式での教室運営を図るとともに、オンラインを含めた多様な情報取得支援を実施し、高齢者の孤立を防
ぎ、介護予防・健康づくりに関する普及啓発を推進します。
◇一般介護予防事業を効果的に推進するために、生活支援体制整備事業や地域ケア会議との連携を図ります。
◇徳島市健康づくり計画「とくしま・えがお21（第２次）」に基づき、生活習慣病の予防や早期発見、社会生活を営むために必要な心身の機能の維持・向上等により、「健康寿
命」の延伸を目指します。
◇高齢者の要介護状態の発症予防に向けて、生活習慣病の重症化を含めた予防の取組と通いの場等介護予防の取組について連携を進めるため、保健事業と介護予防の一体的な実施
を推進します。【主な事業の取組状況と自己評価】

（２）第８期介護保険事業計画における各施策の取組評価

施策１　いつまでも元気で暮らせる介護予防・健康づくりの推進

介護予防把握事業

介護予防の情報が届かない高
齢者にアウトリーチできる重
要な事業と考える。また、保
健事業と介護予防の一体的な
実施が開始されると、介護だ
けでなく、医療につながって
いない高齢者を重点的に訪問
するなど、効率的な運用が期
待できる。訪問の優先順位を
検討しながら、一人一人の生
活や運動の状況に応じた介護
予防活動につなげる。

(2021～)
高齢者の自宅を訪問し、実
態把握や介護予防に関する
チラシのポスティングを実
施した。

自己評価：〇
コロナの影響により、不急の訪問や接触
を控え、ポスティングによる情報提供を
実施したことから、件数としては目標を
上回った。一方で、基本チェックリスト
実施件数は減少している。
R4年度については、事業の効率的・効果
的実施に向けて、介護予防手帳の活用方
法、重点的に訪問する対象者を再検討す
る。



 
 

項目
目標設定の考え方
（現状・課題）

2020
実績

年度 2021 2022 2023
2021～2023年度

取組内容
自己評価や今後の
課題・対応策など

目標 500人 1,500人 2,000人

742人 実績 728人
200

R4.8月末現在

目標 800人 1,000人 1,100人

1,057人 実績 893人
199

R4.8月末現在

目標 28,200人 28,300人 28,400人

4,087人 実績 9202人
5701

R4.8月末現在

目標 40教室 45教室 50教室

31教室 実績 32教室
32教室

R4.8月現在

健康相談

元気高齢者づくり事業

〇市内の公民館やコミ
セン等での運動教室
「元気高齢者づくり教
室」の活動支援

各地区で参加できる軽度の運
動教室の実施により、高齢者
の健康と体力の維持・増進を
図ることで、元気な高齢者が
増えるとともに、参加者間の
交流やつながりが期待でき
る。

(2021～)
市内17カ所で週1～2回の健
康教室を開催した。指導者
養成講座を開催予定。

自己評価：△
コロナの影響により、教室の開催につい
ては、状況を見ながら休止と再開を繰り
返しことから、目標を下回っているが、
昨年度と比べると増加する見込みであ
る。教室休止時は健康教育として、手紙
を送った。
R4年度については、これまでの体力測定
や評価を関係者間で共有し、広報や他事
業との連携強化に取り組む。

いきいき百歳体操普及
啓発事業

〇地域住民が主体とな
り取り組む運動教室の
活動支援

地域住民主体による通いの場
の充実と、リハビリ専門職を
活かした自立支援の視点によ
る筋力向上のための体操の普
及を図る。

(2021～)
各教室代表者に対し、感染
症対策やケーブルテレビで
放送する体操の案内を毎月
実施している。また、３教
室の新規開設を支援した。
今後、昨年度はコロナの影
響で未実施となった体力測
定や評価、教室代表者連絡
会議を実施する予定。

自己評価：〇
コロナの影響により、ショッピングモー
ルでの体操デモの実施や、新たな教室の
開講支援が難しい状況が続く中、目標は
下回ったものの、3教室を新たに立ち上
げることができた。
コロナ下では、教室代表者に対し、いき
いき百歳体操のケーブルテレビ放送や
YouTubeの動画の周知を行った。また、
市が行う高齢者向けスマホ教室では
YouTubeの見方を紹介し、普及啓発に取
り組んだ。
廃止が2教室あったことから、体力測定
や評価、代表者会議での意見交換等を通
じて、教室運営の課題や取組状況等を関
係者間で共有する。

(2021～)
健診結果をもとに対象者の
抽出基準を疾患ごとに決
め、全員にアプローチして
いる。その経過を確認し複
数回アプローチしていま
す。

自己評価：○
R4年度についても、昨年と同様、健康長
寿課内・外において保健指導・健康相談
を実施していく。

予約制で実施する専門職によ
る健康相談（医師・歯科医
師・精神科医師・保健師・管
理栄養士・運動指導士)に加
え、地区公民館等で独居老人
昼食会・老人会等で健康相談
を実施している。

(2021～)
予約制で実施する専門職に
よる健康相談（医師・歯科
医師・精神科医師・保健
師・管理栄養士・運動指導
士）に加え、地区公民館等
で独居老人昼食会・老人会
等で健康相談を実施してい
ます。

自己評価：○
R4年度についても、昨年と同様、健康長
寿課内・外において健康相談を実施して
いく。

重症化予防健康相談

特定健診の受診者に対し、保
健師や管理栄養士による生活
習慣病予防のための保健指導
を実施。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目
目標設定の考え方
（現状・課題）

2020
実績

年度
2021
実績

2022 2023
2021～2023年度

取組内容
自己評価や今後の
課題・対応策など

目標 30件 35件 40件

0件
DVD作成
貸出4件
（延）

実績

0回
DVD貸出9件

（延）
0回

DVD貸出１件

目標 6回 6回 6回

6回 実績
6回

2回
（5月．7月）
年6回開催予

定

介護サービス事業所の職員等
を対象に、機能訓練や日常生
活動作等に関わる知識・技術
の伝達を行い、専門職等の介
護技術や資質の向上による介
護予防効果の向上を図る。

（2021～）
介護職員等研修支援事業用
ＤＶＤの貸出を実施した。
今年度においてはオンライ
ンでの研修も可能とし、講
師派遣を再開した。

自己評価：△
コロナの影響により専門職の派遣を実施
することができなかったが、前年度作成
したDVDの貸出を継続して実施した。
令和2年度から住民主体の通いの場を派
遣対象に拡大したが、コロナの影響で派
遣ができない状況が続いている。派遣が
可能な状況になれば、通いの場の運営者
等への周知に取り組む。

自立支援型ケア会議の
開催

自立支援に資するケアマネジ
メントとなるよう、医療・介
護等の多職種、生活支援コー
ディネーターが協働して、介
護保険等のサービスに限らず
検討する自立支援型ケア会議
を継続して実施することで、
高齢者のQOLの向上とプランの
スキルアップを図る。

（2021～）
奇数月に自立支援型ケア会
議を開催した（12月末実
績：オンライン4回12
件）。また、年度内に市・
包括・各アドバイザーの意
識共有と意見交換のため、
連絡会を開催予定。

自己評価：○
オンラインで実施することで、コロナ下
にあっても会議を止めることなく、継続
して開催できた。
各地区を担当する生活支援コーディネー
ターが参加し、地域の特性や利用可能な
資源情報を提供した。
R4年度については、継続して会議を開催
し、自立支援に資するケアマネジメント
の普及啓発に取り組む。また、生活支援
体制整備事業等と連携を続け、地域課題
を発見し、必要に応じて政策形成につな
げる。

地域リハビリテーショ
ン活動支援事業
〇介護サービス事業所
が実施する職員研修へ
の専門職派遣



 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目
目標設定の考え方
（現状・課題）

2020
実績

年度
2021
実績

2022 2023
2021～2023年度

取組内容
自己評価や今後の
課題・対応策など

目標 6,300人 6,400人 6,500人

5,652人 実績
5,501人

R3.4月現在
5,398人

R4.4月現在

目標 1,450人 1,500人 1,550人

1,284人 実績
1,294人

R3.3月末現
在

1,288人
R4.10月現在

　

【その他の取組】３月下旬にいきいきシニアライフ通信を発行し、配布予定。健康づくりの記事の他、老人クラブやシルバー人材センターの他、地域活動や農業などで活躍する方
を紹介。

シルバー人材センター
への支援

自らの生きがいの充実や社会
参加を希望する高齢者の就労
機会の増大と福祉の増進を図
るとともに、高齢者の能力を
生かした活力ある地域社会づ
くりを目指すセンターの活動
を支援する。

（2021～）
運営費補助金の支出
広報活動への協力

自己評価：△
登録会員数の増加を図るため、入会促進
活動の広報を行ったほか、多様化する高
齢者の働き方を支援するための助成を
行った。組織の安定的な運営を支援する
ため、今後とも活動を支援していく必要
がある。

施策２　生きがいのある地域づくりと「社会参加」の促進

　社会参加には様々なニーズと方法があることに留意し、趣味や娯楽、学習や就業、敬老活動やイベントなどの活動の機会の充実を図るとともに、介護予防にもつながる就労的活
動や高齢者が企画・運営する多様な通いの場づくりを支援することで、高齢者が役割と生きがいを持って生活できる地域づくりを推進します。

【取組の方向性】

◇生涯学習、健康づくり、スポーツ活動、多世代交流等のイベント・各種講座等の情報やボランティア活動、地域活動等に関する情報を収集し、高齢者の多様な価値観やライフス
タイルに応じた社会参加に必要な情報を提供できるよう環境の整備に努めます。
◇高齢者に就労意欲がある限り、これまで積み重ねてきた知識や経験・技能を生かしつつ、その心身やその他個別の状況に応じた形態で働くことのできる社会の実現に向け、関係
機関や関係団体と連携しながら支援に努めます。
◇加齢や身体状況に応じた公共交通機関等の移動手段の確保、並びに安心して外出できる環境の整備により、外出の促進に努めます。

【主な事業の取組状況と自己評価】

老人クラブの育成

高齢者自らが教養を高め、社
会参加の促進や豊かな生活が
送れることを目指した高齢者
の生きがいづくりを健康づく
りを推進するため、老人クラ
ブの育成に努める。

（2021～）
運営費補助金の支出
広報活動への協力
イベントへの協力

自己評価：△
コロナウイルス感染拡大の影響で活動が
できない期間があったが、引き続き、多
様化する高齢者の嗜好や住民ニーズに
沿った効果的な取組を進めるとともに、
広報活動の充実を図っていく。



 

項目
目標設定の考え方
（現状・課題）

2020
実績

年度
2021
実績

2022 2023
2021～2023年度

取組内容
自己評価や今後の
課題・対応策など

目標 5,402件 5,442件 5,482件

困難ケー
ス相談件
数5323件

実績 6034人
2,634人

R4.8月現在

目標 45人 50人 55人

39人 実績 20人
11人

R4.8月現在

目標 5件 5件 5件

2件 実績 2件
3件

R4.10月現在

通所型短期集中介護予
防サービス
（通所型サービスC）

要介護状態にならないよう、
運動習慣等を身につけてもら
うことを目的として、介護
サービス事業所等に委託し、3
か月に限定した運動機能向上
のプログラムを実施。サービ
ス終了後に地域等の介護予防
活動につなげる。

（2021～）
6事業所所で運動機能向上
プログラムを実施した。

自己評価：△
コロナの影響により申し込みが減少し
た。また、休止事業所がある。
サービス終了後に地域等の介護予防活動
につなげるためには、個々人にあった多
様な一般介護予防事業の実施や介護予防
に関する情報提供が必要であり、R4年度
については、新規の一般介護予防事業の
検討及び他事業と連携した情報提供や周
知に取り組む。

施策３　地域包括ケアシステムの推進と福祉サービスの充実

　高齢者が住み慣れた地域でその人らしい生活を継続できるよう、認知症支援や医療・介護・福祉等のサービスの充実と連携を図り、徳島市地域包括支援センターを中心とした地
域包括ケアシステムの構築、深化、推進を目指します。

【取組の方向性】

◇地域包括支援センターの評価の結果に基づき、保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員のほか、３職種以外の専門職や事務職の配置も含め、必要な体制を確保します。
◇市民の地域包括支援センターに係る認知度を高めるとともに、地域包括支援センターの活動内容の理解の浸透を図ります。
◇介護予防・生活支援サービス事業については、市民からサービス創出の機運が高まった際に集中的に取り組み、協働して仕組みをつくっていきます。
◇生活支援等の担い手について、生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）、協議体、就労的活動支援コーディネーター（就労的活動支援員）が中心となり、サービス提供者と利用者とが「支える
側」と「支えられる側」という画一的な関係性に陥ることのないよう元気高齢者の社会参加等を進め、世代を超えて地域住民が共に支え合う地域づくりを推進します。
◇高齢者が、地域で安心して自立した生活を営むことができるよう、一人暮らし高齢者や高齢者のみ世帯を中心に、地域の特性や実情に配慮した福祉サービスの整備・提供に努めます。
◇家族介護者支援について、介護者の仕事をはじめとする社会参加の継続維持、生活及び人生の質の充実維持の確保の視点を加えることで、要介護者の介護の質・生活・人生の質の確保を目指します。

【主な事業の取組状況と自己評価】

地域包括支援センター
の運営

地域住民の心身の健康保持及
び生活の安全のために必要な
援助を行うことにより、保
健・医療の向上及び福祉の増
進を包括的に支援することを
目的に、地域包括支援セン
ターを設置している。

(2021～)
総合相談支援・権利擁護事
業、包括的継続的ケアマネ
ジメント事業、地域ケア会
議の充実の他、認知症総合
支援事業、生活支援体制整
備事業、介護予防把握事業
などを実施した。

自己評価：〇
同センターの認知度の高まりとともに、
権利擁護、虐待、支援困難事例の困難
ケース相談件数が増加した。引き続き、
相談窓口の周知を図るとともに、関係機
関との連携体制を構築しながら、支援困
難事例等への対応力強化を図る。

在宅介護の支援
○家族介護慰労金支給
事業

要介護４又は５の認定を受け
ている在宅の要介護高齢者
を、介護保険サービスを利用
せずに介護している家族に対
して慰労金の支給を行い、家
族の身体的・精神的・経済的
負担の軽減を図る。

（2021～）
家族介護者に対し、慰労金
を支給した。

自己評価：△
　介護保険サービスを利用をしていない
ことや入院をしていないことが慰労金の
支給要件であり、対象者に効果的に周知
できる方法を検討する必要がある。



 

項目
目標設定の考え方
（現状・課題）

2020
実績

年度
2021
実績

2022 2023
2021～2023年度

取組内容
自己評価や今後の
課題・対応策など

目標 4人 4人 4人

4人 実績 4人 4人

目標 350人 360人 370人

78 実績 100人
100人

（見込）

社会福祉大会の開催支
援

徳島市社会福祉協議会が主催
する社会福祉大会の開催経費
を一部補助し、市民をはじめ
ボランティアなど、広く地域
福祉の担い手が参加すること
により地域における相互支え
合いの意識を高める。

開催経費補助

自己評価：△
地域福祉の推進に向け、福祉への理解と
関心を深めるため、より多くの社会福祉
関係者等が参加できるよう、引き続き支
援する。

施策４　安心して暮らすことができる支え合いの地域づくり

　高齢者が在宅での生活を安心して継続することができるよう、地域における見守り活動やボランティア活動等の多様な助け合いや生活支援の充実を促進するとともに、虐待や消費者被害を防止して尊厳あ
る暮らしを守り、災害に備えた避難行動の理解促進に取り組み、高齢者が安心して在宅で暮らすことができる支え合いの地域社会の構築を目指します。

【取組の方向性】

◇高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、地域における高齢者の見守り体制の充実を図ります。
◇高齢者の多様なニーズへの対応を図るとともに、民生委員・児童委員、介護サービス事業者、コミュニティ協議会、社会福祉協議会等関係機関との連携を強化し、地域の支え合いによる支援体制の整備を
進めます。
◇高齢者の虐待防止について、市民や関係機関にわかりやすい広報・啓発活動を行うことで、虐待の未然防止や早期発見・早期対応を図るとともに、相談・支援体制の充実を図ります。
◇成年後見制度について周知を図り、利用の促進を図ることで、高齢者の権利、財産が守られるよう支援体制の充実を図ります。
◇災害時の対応は「徳島市地域防災計画」に基づくとともに、災害時、避難に支援を必要とする要配慮者となる高齢者等については、地域における互助を基本とした避難支援体制の整備を図ります。
◇高齢者が住み慣れた地域で生活を送るために必要な、高齢者の生活環境に対応する良質な住宅の確保や住宅のバリアフリー化にかかる資金への支援などを推進します。

【主な事業の取組状況と自己評価】

生活支援体制整備事業
の実施
〇生活支援コーディ
ネーターの配置

協議体と連携し、生活支援等
サービスの担い手の養成、
サービスの開発などの役割を
果たす人材として、生活支援
コーディネーターを選任、活
動について支援することによ
り、地域の支え合い活動を推
進する。

(2021～)
地域住民や地域で活動する
人や団体等を訪問し、信頼
関係の構築、情報提供を実
施した。また、コーディ
ネーター間の地域資源の共
有、自立支援ケア会議への
参加、ＳＮＳでの情報発信
なとに取り組んだ。

自己評価：〇
専門職のコーディネーター（地域包括3
人、市社協1人）を配置した。また、
コーディネーターが効果的に動ける仕組
みづくりの一環として、アドバイザーの
設置、担当者会議の定期開催を行ってい
る。R3年度は、自立支援ケア会議との連
携を進めたほか、新たにInstagramでの
情報発信を開始した。サービスの開発に
はいたっていないが、地域ケア会議等で
政策系形成が必要となった時、住民から
の機運が高まった時に集中的に取り組む
ものとしている。
R4年度については、引き続き生活支援
コーディネーターを配置し、市・地域包
括・市社協で協働して地域の支え合い活
動推進に取り組む。



 

項目
目標設定の考え方
（現状・課題）

2020
実績

年度
2021
実績

2022 2023
2021～2023年度

取組内容
自己評価や今後の
課題・対応策など

目標 4350人 4400人 4450人

3,176 実績 2840人
2900人

（見込）

目標 60人 60人 60人

49 実績 0人
60人

（見込）

目標 260人 270人 280人

168 実績 200人
220人

（見込）

目標 17件 19件 21件

5件 実績 3件
0件

R4.10月現在

目標 2カ所 2カ所 2カ所

2カ所 実績 2カ所 2カ所

自己評価：△
多職種を派遣する事業であり、適切な住
宅改修促進が期待されることから、利用
促進に向けての広報や啓発が課題であ
る。

高齢者福祉サービスの
充実
○高齢者住宅等安心確
保事業

高齢者世話付住宅（シルバー
ハウジング）に生活援助員を
派遣し、生活指導・相談・安
否確認・一時的な家事援助・
緊急時の対応等のサービスを
提供し、居住する高齢者が自
立し安全で快適な生活を営め
るように支援する。

（2021～）
高齢者住宅等安心確保事業
を実施した。

自己評価：○
緊急時の対応、生活・生きがいや健康保
持・増進等の相談を実施した。対象施設
は限られているが、高齢者が地域で生活
するうえでの安心につながる事業となっ
ている。

ボランティア等の活動
支援

徳島市社会福祉協議会が運営
するボランティアセンターに
ボランティアコーディネー
ターを配置し、ボランティア
の需給調整、ボランティアア
ドバイザーの育成・連携等の
支援を行い、ボランティア活
動の活性化を促す。

ボランティアセンター運営
経費補助

自己評価：△
引き続きボランティアセンターへの支援
を行うことにより、ボランティア活動の
活性化を促す。

高齢者・障害者等の権
利擁護

徳島市社会福祉協議会が運営
する中核機関及び成年後見支
援センターにおいて、成年後
見制度に関する相談業務や研
修会等による普及啓発を実施
し、権利擁護支援を行う。

徳島市権利擁護等支援業務
委託：
成年後見制度に関する相
談・支援等を継続するとと
もに、2021年度末に中核機
関の設置及び地域連携ネッ
トワークの体制を構築し、
2022年度以降は中核機関の
機能強化を推進する。

自己評価：△
成年後見制度の利用を必要とする人が、
尊厳のある本人らしい生活を継続するこ
とができる体制を構築するため、中核機
関機能強化を図る。

災害ボランティアコー
ディネーター養成

災害時に迅速な対応がとれる
よう、災害ボランティアコー
ディネーターへのフォロー
アップや地域での実地訓練等
を実施する。

養成講座開催経費補助

自己評価：△
災害時に迅速な対応がとれるよう、地元
組織との連携・調整役となる人材を育成
することより、被災者の生活支援のため
のボランティア活動を効果的・効率的に
展開できるよう、引き続き支援する。

在宅介護の支援
○住宅改修支援事業

在宅の身体虚弱な高齢者を対
象に、建築の専門家等と連携
を図り、風呂、トイレの改造
や廊下等の手すりの設置等、
高齢者が安全に在宅生活を送
れるよう住宅の改造について
適切な助言を行う。

（2021～）
家族介護者に対し建築士会
等、リフォームヘルパーに
よる住宅改修支援を実施し
た。



 

項目
目標設定の考え方
（現状・課題）

2020
実績

年度
2021
実績

2022 2023
2021～2023年度

取組内容
自己評価や今後の
課題・対応策など

目標 18,754人 20,137人 21,520人

16,184人 実績 17067人
17148人

R4.8月現在

目標 5チーム 5チーム 5チーム

5チーム 実績 5チーム 5チーム

施策５　認知症の人が希望を持って暮らせる共生の地域づくり

　介護予防や社会参加等を通じた認知症予防を推進するとともに、認知症になっても、重症化を予防しつつ、周囲や地域の理解と協力の下、本人が希望を持って前を向き、力を生
かしていくことで生活上の困難を減らし、住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることができる地域づくりを目指します。

【取組の方向性】

◇認知症サポーターの養成等を通じた認知症に関する理解促進や相談先の周知、認知症の人からの発信支援に取り組みます。
◇認知機能低下のある人（軽度認知障害を含む）や認知症の人に対して、早期発見・早期対応が行えるよう、かかりつけ医、地域包括支援センター、認知症地域支援推進員、認知
症初期集中支援チーム、認知症疾患医療センター等のさらなる連携強化を図ります。
◇認知症の人の介護者の負担軽減や生活と介護の両立が図れるよう、認知症の人及びその介護者が集う認知症カフェ等の取組を推進します。
◇生活のあらゆる場面で、認知症になってからも、できる限り住み慣れた地域で普通に暮らし続けていくための障壁を減らしていく「認知症バリアフリー」の取組を推進します。
◇認知症の人が安心して外出できる地域の見守り体制や認知症サポーター等を認知症の人やその家族の支援ニーズに合った具体的な支援につなげる仕組み「チームオレンジ」の構
築を進めます。
◇若年性認知症支援コーディネーターとの連携により、若年性認知症の人への支援を推進します。

【主な事業の取組状況と自己評価】

認知症サポーター等養
成講座の実施

認知症の理解促進、早期診
断・早期対応の普及啓発を目
的として、認知症キャラバン
メイト及び認知症サポーター
の養成に努める。

(2021～)
認知症サポーターの養成に
務めた。また、養成講座実
施後に、協力が可能なサ
ポーターの登録を行った。
2～3月にステップアップ講
座を実施予定（添付）。今
年度においてはステップ
アップ講座を受講したサ
ポーターがチームオレンジ
としても活動を開始し施設
での傾聴ボランティアを実
施した。

自己評価：〇
コロナの影響により、目標は未達成であ
るが、バス事業者等で開催する見込み
（R4年度）になるなど、新たな職域にア
プローチすることができた。また、サ
ポーターの活用に向けて課題であったス
テップアップ講座を実施する予定であ
る。

認知症初期集中支援
チームの設置

認知症の相談窓口の周知を強
化するとともに、認知症初期
集中支援チームを地域包括支
援センター内に設置し、認知
機能の低下があるにも関わら
ず、必要な医療や介護サービ
スに結びついていない人等へ
の初期の支援を包括的、集中
的に行い、安定的な支援につ
ながるよう対応する。

(2021～)
徳島市地域包括支援セン
ターに認知症初期集中支援
チームを5チーム設置し、
認知症高齢者等への支援を
行った。
認知症初期集中支援チーム
の活動内容についての効果
検証、課題解決に向けた協
議の場として検討委員会を
1回開催（書面）した。

自己評価：○
Ｈ28の設置以降、着実にチーム数を増加
し、支援件数も伸びている。また、活動
内容については、検討委員会において、
効果検証、課題解決に向けた協議を実施
している。また、課題検討については、
地域ケア推進会議とも連携している。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目
目標設定の考え方
（現状・課題）

2020
実績

年度
2021
実績

2022 2023
2021～2023年度

取組内容
自己評価や今後の
課題・対応策など

目標 実施 実施 実施

実施 実績 実施 実施

【その他の取組】家族介護教室市民公開講座として「人生会議（ACP）」を紹介

施策６　医療と介護の連携推進

　医療と介護を必要とする状態になっても、自宅等の住み慣れた生活の場で療養しながら、人生の最後まで自分らしい生活を続けることができる地域社会を実現するため、ＰＤＣ
Ａサイクルに沿って在宅医療・介護連携推進事業を推進するとともに、認知症施策や看取りに関する取組を強化します。

【取組の方向性】

◇医療と介護を必要とする状態になっても、自宅等の住み慣れた生活の場で療養し、自分らしい生活を続けられるよう、地域における医療・介護の関係機関が連携して、多職種協
働により切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築を目指します。
◇医療・介護従事者や市民に向けて、在宅医療やＡＣＰ（人生会議）の普及啓発を通じて、人生の最期の選択や看取りについて考えるきっかけづくりを行います。
◇令和７年（2025年）には、認知症高齢者数が、高齢者（65歳以上）の５人に１人に達すると見込まれる中で、高齢者の地域での生活を支えるため、認知症施策と連携して、認知
症の人や家族の視点を重視しながら医療と介護の連携を推進します。

【主な事業の取組状況と自己評価】

在宅医療介護連携推進
事業

医療や介護に携わる多職種や
庁内連携・協働により、退院
支援、日常の療養支援、急変
時の対応、看取り、感染症や
災害時の対応など様々な課題
の検討を行い、PDCAサイクル
に沿った取組を実施する。

（2021～）
多職種及び市の関係課等が
出席する「在宅医療介護連
携推進協議会」において、
直面する課題の検討を行
い、コロナ下における多職
種間の連携、情報共有方法
について、さらに検討する
こととした。その後、アン
ケート調査を実施するとと
もに、3月に多職種連携会
議で検討する予定である。
その他、保健所との意見交
換会、各種研修会などを実
施した。

自己評価：〇
コロナ禍において、感染対策を講じなが
ら各種事業を継続できるよう、速やかに
各種会議、研修などはＷｅｂ会議で実施
するなど、工夫しながら実施した。引き
続き、多職種や庁内連携・協働により課
題の検討を行い、PDCAサイクルに沿った
取組を実施する。



 

項目
目標設定の考え方
（現状・課題）

2020
実績

年度
2021
実績

2022 2023
2021～2023年度

取組内容
自己評価や今後の
課題・対応策など

目標 145件 150件 155件

150件 実績 151件
150件

（予定）

目標

住宅改修の
点検件数

13件

福祉用具購
入の点検件

数
13件

住宅改修の
点検件数

14件

福祉用具購入
の点検件数

14件

住宅改修の
点検件数

15件

福祉用具購
入の点検件

数
15件

住宅改修
の

点検件数
13件

福祉用具
購入の点

検件数
12件

実績

住宅改修の
点検件数

13件

福祉用具購
入の点検件

数
13件

住宅改修の
点検件数

14件
（予定）

福祉用具購入
の点検件数

14件
（予定）

基本目標２ 高齢者を支える介護体制づくり

施策　介護保険事業の円滑な運営

　介護サービスの円滑な提供を図るため、介護給付の適正化対策等、サービスの質を高める取組を推進するとともに、サービスが適切に利用できるよう、情報提供・相談体制の充
実を図ります。
また、介護現場の持続可能性を確保するため、介護人材の確保に係る施策を推進します。

◇介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が真に必要とする過不足のないサービスを事業者が適切に提供するよう促し、適切なサービスの確保とその結果としての費
用の効率化を通じて介護保険制度への信頼を高めます。
◇介護人材不足の状況を踏まえて、必要となる介護人材の確保に向け、県等と連携し取り組みます。

介護給付の適正化
■ケアプランの点検

利用者の自立支援に資する適
切な介護サービスの質の確保
と向上を図るため、国、県の
指針等を踏まえ、「要介護認
定の適正化」、「ケアプラン
の点検」、「住宅改修等の点
検」、「医療情報との突合・
縦覧点検」、「介護給付費通
知」の主要５事業について介
護給付適正化事業と位置付
け、計画的に取り組んでいま
す。

(2021～)
国民健康保険中央会の適正
化システム等（民間業者の
ケアプラン点検アプリケー
ション含む）を使用して、
介護給付の偏りがみられる
事業所等を抽出し、ケアプ
ラン点検を実施するととも
に、必要に応じて指導しま
す。また、資質の向上を図
るため、アセスメントから
ケアプラン作成等について
ケアマネ講習会等で情報提
供を行い、給付の適正化を
図ります。

自己評価：〇
現在実施中。
ケアプラン点検は適正化の重要項目であ
り、本取組の継続の必要性を認識してい
る。

介護給付の適正化
■住宅改修等の点検

利用者の自立支援に資する適
切な介護サービスの質の確保
と向上を図るため、国、県の
指針等を踏まえ、「要介護認
定の適正化」、「ケアプラン
の点検」、「住宅改修等の点
検」、「医療情報との突合・
縦覧点検」、「介護給付費通
知」の主要５事業について介
護給付適正化事業と位置付
け、計画的に取り組んでいま
す。

(2021～)
住宅改修
現時点で、利用者の実態にそ
ぐわない、不適切または不要
なものでないか等の内容を事
前申請時に確認し、工事完了
後は写真及び住環境コーディ
ネーター同行のもと現地確認
を行い施工状況を確認済。
また、工事着工前での現地確
認も実施した。

福祉用具購入
現時点で住宅改修と同様に利
用者の福祉用具購入等の必要
性及び利用状況をケアマネー
ジャー同行のもと現地確認を
行い、その効果を再度確認
済。

自己評価：〇
現時点で実績件数となっている。
住宅改修などの点検における、実地調査
を実施することで、書面以上に実態が把
握でき、介護保険給付の適正化につなが
ると考えている。
今後も継続していく。

令和４年１月から徳島県でも新型コロナ
感染症の罹患者が急激に増えたため、１
月以降に予定していた住宅改修等の工事
着工前での現地確認実施は実施できな
かった。
また、今後の住宅改修等の点検実施可否
についても、高齢者が対象であるため危
険回避の見地から感染拡大状況に応じた
対応となる。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目
目標設定の考え方
（現状・課題）

2020
実績

年度 2021 2022 2023
2021～2023年度

取組内容
自己評価や今後の
課題・対応策など

目標 3,000千円 3,100千円 3,200千円

6,806千円 実績 14,748千円
9,662千円

R4.9月末現在

目標 年4回 年4回 年4回

年4回 実績 年4回
年4回

（予定）

目標 100％ 100％ 100％

100％ 実績 100％
100％

（予定）

介護給付の適正化
■要介護認定の適正化

介護給付を必要とする受給者
を適切に認定し、受給者が真
に必要とする過不足のない
サービスを事業者が適正に提
供するよう促し、適切なサー
ビスの確保とその結果として
の費用の効率化を通じて介護
保険制度への信頼を高める。

（2021～）
認定調査の結果について
は、全て点検を実施するほ
か、認定調査員及び介護認
定審査会委員に対する研修
を随時した。

自己評価：○
取組目標について達成するとともに、研
修についても、新型コロナ感染症の影響
で動画視聴となったが実施できた。

介護給付の適正化
■医療情報との突合・
縦覧点検

利用者の自立支援に資する適
切な介護サービスの質の確保
と向上を図るため、国、県の
指針等を踏まえ、「要介護認
定の適正化」、「ケアプラン
の点検」、「住宅改修等の点
検」、「医療情報との突合・
縦覧点検」、「介護給付費通
知」の主要５事業について介
護給付適正化事業と位置付

け、計画的に取り組んでいま
す。

(2021～)
国民健康保険連合会から送
られてくる給付実績を活用
して、縦覧点検及び医療費
情報との突合を実施し、介
護報酬請求の適正化を行
う。

自己評価：○
目標は、達成でき。
国保連合会での縦覧点検及び医療情報と
の突合点検の実施により、十分な成果が
あると考えられる。

介護給付の適正化
■介護給付費通知

(2021～)
介護保険サービス利用者に
対して介護報付状況等につ
いて年4回通知することに
より、適正かつ適量のサー
ビス選択であるか再度考え
る機会とするとともに、事
業所に請求内容を確認して
もらう事で、不正な請求の
抑制効果が期待でき、給付
の適正化を行う。

自己評価：〇
2021年度は4回通知を実施した。
今後も計画どおり実施し、給付の適正化
を行う。



⑶ 第８期介護保険事業計画におけるサービス見込み量 

 

 

 

実績値 見込値

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度

訪問介護 回 数 71,247 73,739 76,455 71,412 71,637

人 数 3,925 4,058 4,182 3,704 3,695

一 人 当 た り の

利 用 回 数 18.2 18.2 18.3 19.3 19.4

訪問入浴介護 回 数 427 437 468 392 374

人 数 84 86 92 80 79

一 人 当 た り の

利 用 回 数 5.1 5.1 5.1 4.9 4.7

訪問看護 回 数 9,717 10,044 10,422 11,181 12,192

人 数 984 1,017 1,054 1,059 1,103

一 人 当 た り の

利 用 回 数 9.9 9.9 9.9 10.6 11.1

訪問リハビリテーション 回 数 9,863 10,195 10,546 10,771 10,913

人 数 740 765 791 770 776

一 人 当 た り の

利 用 回 数 13.3 13.3 13.3 14.0 14.1

居宅療養管理指導 人 数 2,055 2,128 2,207 2,156 2,214

通所介護 回 数 37,905 39,209 40,486 34,184 33,778

人 数 2,815 2,910 2,999 2,544 2,582

一 人 当 た り の

利 用 回 数 13.5 13.5 13.5 13.4 13.1

通所リハビリテーション 回 数 18,922 19,564 20,129 17,209 17,694

人 数 2,018 2,086 2,145 1,774 1,797

一 人 当 た り の

利 用 回 数 9.4 9.4 9.4 9.7 9.8

短期入所生活介護 日 数 11,702 12,111 12,637 9,175 9,222

人 数 593 613 638 489 487

一 人 当 た り の

利 用 日 数 19.7 19.8 19.8 18.8 18.9

短期入所療養介護 日 数 353 364 377 189 160

（老健） 人 数 46 47 49 25 25

一 人 当 た り の

利 用 日 数
7.7 7.7 7.7 7.6 6.4

短期入所療養介護 日 数 50 50 60 34 17

（病院等） 人 数 4 4 5 3 1

一 人 当 た り の

利 用 日 数 12.5 12.5 12.0 11.3 17.0

短期入所療養介護 日 数 0 0 0 0 8

（介護医療院） 人 数 0 0 0 0 1

一 人 当 た り の

利 用 日 数
0.0 0.0 0.0 0.0 8.0

特定施設入居者生活介護 人 数 121 124 127 117 115

福祉用具貸与 人 数 4,626 4,786 4,942 4,591 4,667

特定福祉用具購入費 人 数 66 68 71 60 66

住宅改修費 人 数 48 49 50 43 39

居宅介護支援 人 数 7,217 7,460 7,688 6,927 6,955

区分 計画値
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定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

人 数 0 0 0 10 32

夜間対応型訪問介護 人 数 0 0 0 0 0

地域密着型通所介護 回 数 7,288 7,547 7,781 5,980 5,677

人 数 660 683 703 549 533

一人当たりの
利 用 回 数

11.0 11.0 11.1 10.9 10.7

認知症対応型通所介護 回 数 2,456 2,546 2,666 2,079 2,071

人 数 177 183 191 157 156

一人当たりの
利 用 回 数

13.9 13.9 14.0 13.2 13.3

小規模多機能型居宅介護 人 数 231 239 249 220 229

認知症対応型共同生活介護 人 数 755 764 773 739 736

地域密着型特定施設入居者
生活介護

人 数 0 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

人 数 232 232 232 218 224

看護小規模多機能型居宅介護 人 数 37 38 39 34 38

介護老人福祉施設 人 数 515 515 515 495 501

介護老人保健施設 人 数 968 968 968 933 909

介護医療院 人 数 211 307 365 119 181

介護療養型医療施設 人 数 160 115 38 154 91
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介護予防訪問介護 人 数

介護予防訪問入浴介護 回 数 0 0 0 0 0

人 数 0 0 0 0 0

一 人 当 た り の
利 用 回 数

0 0 0 0.0 0.0

介護予防訪問看護 回 数 1,614 1,652 1,688 1,573 1,557

人 数 177 181 185 177 174

一 人 当 た り の
利 用 回 数

9.1 9.1 9.1 8.9 8.9

介護予防 回 数 1,790 1,834 1,865 1,992 2,157

訪問リハビリテーション 人 数 170 174 177 180 196

一 人 当 た り の
利 用 回 数

10.5 10.5 10.5 11.1 11.0

介護予防
居宅療養管理指導

人 数 92 94 96 97 114

介護予防通所介護 人 数

介護予防
通所リハビリテーション

人 数 798 817 833 781 783

介護予防短期入所生活介護 日 数 78 85 85 62 58

人 数 12 13 13 9 11

一人当たりの
利 用 日 数

6.5 6.5 6.5 6.9 5.3

介護予防短期入所療養介護 日 数 0 0 0 2 0

（老健） 人 数 0 0 0 0 0

一 人 当 た り の
利 用 日 数

0.0 0.0 0.0 6.0 0.0

介護予防短期入所療養介護 日 数 0 0 0 0 0

（病院等） 人 数 0 0 0 0 0

一 人 当 た り の
利 用 日 数

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

介護予防短期入所療養介護 日 数 0 0 0 0 0

（介護医療院） 人 数 0 0 0 0 0

一 人 当 た り の
利 用 日 数

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

介護予防特定施設
入居者生活介護

人 数 9 9 9 12 9

介護予防福祉用具貸与 人 数 1,314 1,346 1,373 1,397 1,413

特定介護予防
福祉用具購入費

人 数 24 25 25 23 26

介護予防住宅改修 人 数 27 27 27 29 29

介護予防支援 人 数 2,002 2,051 2,091 2,055 2,062

介護予防 回 数 60 60 60 11 16

認知症対応型通所介護 人 数 5 5 5 1 2

一 人 当 た り の
利 用 回 数

12.0 12.0 12.0 11.0 8.0

介護予防
小規模多機能型居宅介護

人 数 19 20 20 23 19

介護予防
認知症対応型共同生活介護

人 数 2 2 2 3 5

※　回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数
※　一人当たりの利用回（日）数は、１月当たりの回（日）数
※　令和3年度実績値は、R03.03サービス提供分〜R04.02サービス提供分までの介護保険事業状況報告月報値平均
※　令和4年度見込値は、R04.03サービス提供分〜R04.07サービス提供分までの介護保険事業状況報告月報値平均
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